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地元の中小企業を元気にしたい！！岡崎市の税理士による

裏面もぜひご覧ください！宮島好弘税理士事務所
場所：岡崎駅よりバスにて「岡崎警察署前」すぐ

「株式会社センゴクジャパン」
営業時間:10:00～19:00

定休日：月曜日
場所:岡崎市戸崎元町２－５ 駐車場有

電話：0564-72-3433 
ホームページ：http://www.sengokujapan.jp/

財務省と国税庁は企業が法人税と消費税の税務申告をする際、インターネットを使った電子申告(e-Tax)を義務
化する方針だ。納税手続きをめぐる官民の事務作業の効率化が狙い。早ければ2019年度から始められるよう与党の
税制調査会や経済界と調整に入る。財務省などが６月までに具体案を詰め、18年度税制改正大綱に盛り込むことを
目指す。

電子申告は、法人や個人がネットを通じて申告し税金を納める仕組みで、04年に始まった。15年度の法人税申告
件数のうち、約75％(約196万件)が利用したが、資本金が１億円以上の大企業は約52％(約１万件)にとどまってい
る。

日本の納税の効率化は海外に比べ遅れている。世界銀行などの調査によると、日本の企業の納税にかかる時間は
年330時間。経済協力開発機構の加盟国平均の1.9倍だ。税収全体の約４割を占める地方税では、多くの自治体が電
子申告に対応しておらず、総務省が環境整備を進めている。

最新ニュース！
(2017年4月20日、日本経済新聞）

法人税 電子申告を義務化
財務省・国税庁 事務負担軽く １９年度にも実施

今月、紹介する『株式会社 センゴクジャパン』は、社長の仙石祐嗣さ
んがヤマナミスポーツ岡崎店から独立し、平成29年3月1日より新たに設立さ
れた、岡崎市戸崎元町にある水泳用品専門店の会社です。

水泳用品専門店ならではの豊富な品揃えで、競泳水着はもちろん、ジュニ
ア用の競泳水着や様々な水泳用品を購入することができます。更に、店内に
はセンゴクジャパンオリジナル商品もたくさんあり、ワクワクする魅力的な
店作りとなっております。

老若男女問わず、水泳好きの方も、これから水泳を始めようとお考えの方
も、ぜひ一度お立ち寄り下さい。
☆株式会社センゴクジャパン代表取締役 仙石祐嗣様より一言☆
「平成29年3月1日に、ヤマナミスポーツ岡崎店から株式会社センゴクジャパ
ンとして正式にリニューアルオープンしました。水泳用品専門店ならではの
豊富な品揃えに加え、当店オリジナル商品も多くおいていますので、お探し
のものやお気に入りがきっと見つかると思います。お客様にワクワク感をよ
り楽しんで頂けるよう、商品販売以外にも、チームマークの作成やイベント
等も行っています。お店のホームページやフェイスブックもあるので、良
かったら見にきてくださいね。お店は、「戸崎口」のバス停からすぐの場所
にあります。皆様のお越しをお待ちしております。」



〒444-0853 愛知県岡崎市三崎町２−２
TEL 0564-53-4161 FAX 0564-52-6347
運営時間 9:00～17:00

今月もよろしくお願いします！
何かありましたら、
お気軽にご相談ください！

ご質問内容①
Ｑ． 相続税が発生するかどうか。

Ａ． 大前提として、遺産の大小に関わらず、相続すると必ず相続税が発生すると思われているお客様が多くみえます。
実際は、相続税が発生するか否かは、相続税の基礎控除額を考慮する必要があります。
現在、相続税の基礎控除額は、

3,000万円 + （法定相続人数 x 600万円） です。
相続財産が基礎控除額以下の場合、相続税は一切かかりません。
まずは、法定相続人の人数を確認し、基礎控除額を把握したうえで、市の固定資産評価証明書等に記載されている
不動産の時価と預貯金の金額を足した金額を確認してみて下さい。
ひとつの目安として、上記による金額が約5,000万円程度以下の相続財産であれば、相続税が発生する可能性は
あまりありません。

ご質問内容②
Ｑ.     小規模宅地等の特例はどのような人が、どのような場合に利用できるのか。

Ａ． 小規模宅地等の特例とは、土地の評価を下げることで相続税を大幅に減らすことができる制度です。
今回は、被相続人のご自宅の土地について適用される、特定居住用宅地等の特例についてご説明します。
特定居住用宅地等の特例を適用する為の主なポイントは以下の通りです。

① 被相続人と同居しているか
② 被相続人と生計を一にしているか
③ 被相続人が独り暮らしの場合、相続する人が自身の持家を持っていないか

また、相続人が引き続きその自宅に住み続けることが条件となります。
上記の他にも細かい要件はありますが、基本的に被相続人と同居している相続人であれば、特例を適用できる
可能性は高いです。
相続税の金額を大きく左右する制度ですので、該当する可能性がある場合は、税理士等の専門家にご相談下さい。

ご質問内容③
Ｑ． 生前贈与（暦年贈与）について教えてほしい。

Ａ． 生前贈与は、相続税の節税のための王道的な対策であり、無料相談会でも多くご質問を頂いています。
生前贈与を上手く活用することで、相続時の財産を減らし、それによって相続税の負担も減らす
ことが出来ます。
生前贈与を行う際の主な注意点として、

① 贈与する人・贈与される人の意志が一致していること
② もらった人が自由に使える状態にすること

があります。親御さんから小さなお子様へ贈与される場合は特に注意が必要です。
尚、生前贈与には様々な方法や要件（注意点）がありますので、ご検討の際は専門家にご相談下さい。

宮島好弘税理士事務所

相続無料相談でよく受けるご質問 BEST3

前文
弊事務所では、月に一度、相続の無料相談会を行っております。その際にお客様からよく受ける

ご質問内容のBEST3を挙げ、ポイントや注意事項などを簡単に解説したいと思います。


